
入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。

令和５年５月１２日

支出負担行為担当官

山梨県警察会計担当官

伊 藤 隆 行

１ 調達内容

（1） 件名

科学捜査研究所で使用する試薬等13品目の購入

（2） 購入物品、数量、規格等

入札説明書による

（3） 納入期限

令和５年７月31日（月）

（4） 納入場所

山梨県笛吹市石和町窪中島３１２－４ 刑事部科学捜査研究所

（5） 入札方法

入札金額は、総価を記入すること。

なお、落札価格は、入札書に記載された金額の 10 パーセントに相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数の金額を切り捨てるも

のとする。）とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格

（1） 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70 条の規定に該当しない者であ

ること。

なお、未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、

特別の理由がある場合に該当する。

（2） 予決令第 71 条の規定に該当しない者であること。

（3） 令和 04・05・06 年度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」のＡ、

Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされている者であること。

（4） 警察庁から、警察庁における物品調達及び工事請負契約等に係る指名停止措置要領

に基づく指名停止措置を受けていない者であること。

（5） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条

第２号及び同条第６号の規定による暴力団又は暴力団員が経営する企業若しくは実質



的に経営を支配する企業又はこれに準ずる者でないこと。

（6） 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問、その他いかなる名称を有する者であるかは問わず、法人に対して業務を執行す

る社員、取締役、執行役又はこれに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められ

る者を含む。）に次のアからエまでのいずれかに該当する者のいない法人であること。

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ

た日から起算して２年を経過しない者

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 12 条若しくは第 12 条の６の

規定による命令又は同法第 12 条の４第２項の規定による指示を受けた者であって、

当該命令又は指示を受けた日から起算して２年を経過しない者

エ アルコール、麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者

（7） 内閣府所管契約事務取扱細則第 19 条及び第 20 条の規定に該当しない者であること。

３ 入札書の提出場所等

（1） 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先

〒４００－８５８６

山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号

山梨県警察本部会計課調度係

電話 ０５５－２２１－０１１０ 内線 ２２４７

（2） 入札説明書の交付方法

上記（１）の場所にて交付

（3） 入札説明書の交付期間

本入札公告の掲示開始日から令和５年５月29日（月）午後３時00分まで

（4） 入札説明会の日時及び場所

入札説明会は行わない

（5） 入札書提出期限

令和５年６月５日（月） 午後５時00分

郵送による入札書の提出は簡易書留に限る。

（6） 開札の日時及び場所

令和５年６月６日（火） 午前10時00分

山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号 議事堂地下一階会議室

４ その他

（1） 入札及び契約手続きにおいて使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

（2） 入札保証金

ア 予算決算及び会計令第77条第１項各号に該当する場合については免除する。

イ 上記アに該当しない場合については、入札保証金として契約金額の100分の５に

相当する金額を期日までに納付しなければならない。



（3） 契約保証金

ア 予決令第100条の３第１項各号に該当する場合については免除する。

イ 上記アに該当しない場合については、契約保証金として契約金額の100分の10に

相当する金額を期日までに納付しなければならない。

ウ 上記イにより支払われた契約保証金については、契約を履行しない場合、国庫に

帰属するものとし、還付しないものとする。

（4） 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、入札説明書に示す入札参加資格を満たすことを証

明する書類を本公告の日から令和５年６月２日（金）午後５時00分までに上記３(1)

の場所に提出し、この入札に参加する資格があることの確認を受けなければならない。

また、入札事務担当者から、提出した書類に関し説明を求められた場合は、それに

応じなければならない。

（5） 人権尊重の取組

入札参加者は、「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドラ

イン」(令和４年９月13日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁

施策推進・連絡会議決定)を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めるものとする。

（6） 入札の無効

本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反

した入札は無効とする。

（7） 契約書作成の要否

要

（8） 落札者の決定方法

予算決算及び会計令第79条に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、最低

価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

（9） 詳細は、入札説明書による。


